

























１　本稿の記述は，川村義則「書評 米山正樹著『減損会計』」『會計』第1 6 0巻第6号，2 0 0 1年1 2月，9 4 3-9 4 7ペ
ージ，万代勝信「書評 米山正樹著『減損会計 ―配分と評価―』」『企業会計』第53巻第12号，2001年12月，
1 5 5ページ，石川純治「書評 米山正樹著『減損会計 ―配分と評価―』（森山書店，2 0 0 1年）」『経営研究（大
阪市立大学経営学会）』第5 3巻第2号，2 0 0 2年7月，1 8 5-1 9 2ページなどの書評から多くの示唆を受けた。こ
こに記して感謝したい。なかでも石川［2 0 0 2］からは，「論壇 減損会計と利益計算の構造」『企業会計』第















































































３　FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 143: Acc unting for Asset Retirement Obligations, 2001.
どう理解すればよいのであろうか。
3配分の枠内での対立――固定資産に係る減損処理の根底にあるもの
改めて考えてみれば，米国 F A SB・I A S Bなどによる固定資産の減損処理も，決して期間損益
に与えられる解釈を軽視しているのではない。例えば F A S Bによる減損処理は，事実上投資の
継続性が絶たれ，新たな投資に着手したとみなされる場合において，配分計画を設定し直すた
めの手段と位置づけられている。減損処理をこう解釈する場合に生じる問題点は本書で解説し
たとおりであるが，F A S Bによる減損処理はまさしく，公正価値への評価替えという「評価の
手続」を用いて，意図せざる形で変化した環境に適う配分計画を設定し直し，以って期間損益
の経験的な解釈を取り戻すための測定操作と意義づけられる。




トックの属性値と著しく乖離するような事態は許されない。 I A S Bにおいて固定資産の減損処
理は，こういう事態を改めるための手段と位置づけられている。本文で解説したとおり，減損








価に依拠した手続（F A S Bおよび I A S B）」も「過去に遡って償却ベースを引き下げる形の修正
手続」も，期間損益に与えられる解釈を意識した修正手続とみなしうる。
とすれば，本書の語法によるかぎり，いずれの方法も「配分の手続」に属していることとな
る。F A S Bと I A S Bによる減損処理はともに，配分の手続であるのと同時に評価の手続である
が，それらが暗に想定している利益概念で，現行ルールに首尾一貫した解釈を与えるのは難し
い。本書をつうじて言いえたことは，正確には，以上のように言い直すことができるであろう。



















































































に係る会計基準」（金融庁企業会計審議会，2 0 0 2年）はこのような簿価切り下げを求めている。このような
処理を採用すればテクニカルな問題はたしかに解決するが，本文に記した理論的な問題は解決しない。












































































９　FASB, Statement of Financial Accounting Standards No.114: Acc unting by Creditors for Impairment of a Loan, 1993
などを参照。
1 0 米山正樹「貸出金減損の開示と業績測定：基準書第1 1 4号／第1 1 8号」『金融商品をめぐる米国財務会計基準
の動向 ―基準の解説と検討―（米国財務会計基準〔金融商品〕研究委員会報告下巻）』財団法人企業財務制
度研究会，1995年7月，235-267ページなどを参照。
有機的な結びつきに配慮しているわけではない。にもかかわらず固定資産の減損処理において
はそれが配慮されており，結果として個別具体的なルールの間に非整合性が生じている。これ
は固定資産に減損処理が導入されたことに伴って生じたものといえる。
もっとも，固定資産のケースと違って，貸出金のケースでは複数資産の一体性に配慮する必
要がないことを説くロジックが見出されるかもしれない。あるいは，貸出金に係る現行ルール
が問題を抱えている「誤った」ルールなのに対し，固定資産の減損処理は有機的な一体性の取
り扱いについて「正しい」ルールなのかもしれない。いずれか一方であれば，減損処理の導入
によって個別具体的なルール間に非整合的な側面が生じたとしても，それは固定資産の減損処
理に固有の問題点といえない。見かけ上の非整合が生じている現状にどういう解釈を与えられ
るのかについては，今後さらなる検討が必要であろう。
Ⅳ おわりに
本稿での主たる検討事項は，評価の手続と配分の手続との関係が減損処理の導入をつうじて
どう変化したのかを再確認すること（第２節）と，その導入によって現行ルールの体系にどう
いう変化が生じたのかを確かめること（第３節）であった。
このうち評価の手続と配分の手続については，まず両者が必ずしも相互に排他的な関係にあ
るわけではないことを確かめた。評価の手続は，むしろ配分のロジックにもとづく利益の計算
を補完するものと意義づけられることもあるのであった。事実，固定資産の簿価をどう切り下
げるのかをめぐる対立も，ストックの評価額を重視するのか，それとも期間利益の経験的な解
釈を重視するのかではなく，むしろ期間利益をどう意味づけるかをめぐるものであった。
このとおり評価の手続と配分の手続とは融合が進んでいるが，どのようなケースで評価の手
続による補完が必要なのか，補完の要否を何が決めているのかは明らかでない。のみならず，
固定資産の減損処理を契機として，「評価」に属する修正手続と属さない修正手続との境界が
従来と較べて不明確となっている。評価と配分との関係がどう収斂していくのかは，会計ルー
ルの体系が変化しつつある現在は予測するのが難しい。過渡期から安定期に入るタイミングを
見きわめながら，この問題に引き続き取り組んでいく必要がある。
他方，減損処理の導入が現行ルールの体系に及ぼした重要な影響としては，予測の要素，な
かでも「過去指向の見積もり」という要素が新たに加わった点と，有機的に結びついた資産グ
ループを単位としたストック評価が広く行われるようになった点を採り上げた。いずれの変化
も，現行の利益概念に根本的な変化を迫るほどのインパクトは持たない。とはいえ，長期的に
は，これらの変化を契機として利益概念が大きく変質していく可能性は残されている。
例えば過去指向の見積もり手続を求め，これを許容したことは，いっそう多くの見積もり要
素の介入に途を開くこととなる。またグルーピングのほうは，独立把握可能なキャッシュフロ
ーとは何かという根源的な問いに結びつく。この点を厳密に突き詰めていくと，企業が生み出
すキャッシュフローはすべて相互に関連しあっており，そこから独立したものを分離していく
のは技術的に不可能という議論にも行き着く。グルーピングの問題はまた，減損の有無が問わ
れないケースであっても，有機的に結びついた資産グループを単位とした利益計算（例えば工
場などを単位とする総合償却など）を行うべきという議論とも結びつく。こういう議論にどう
対応するのかは，今後の検討課題として残されている。
配分と評価との「融合」――明確さを失った両者の境界――（米山）
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